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1――SDGsの取組みにおいて注目されるキャッシュレス化 

 

日本においても着実にキャッシュレス化が進展している中で、SDGs（持続可能な開発目標：

Sustainable Development Goals）や ESG（Environment、 Social、 Governance）の取組みにおいて、

キャッシュレス化がサステナブルな社会の実現に寄与し、環境負荷を軽減するとの考え方も徐々に浸

透しつつある。例えば、キャッシュレス化を推進する業界団体や企業の HP等を確認すると、「決済の

高度化やキャッシュレス化によって産業と技術革新の基盤をつくる」、「非接触型決済の普及によって、

新型コロナウイルス感染症拡大に伴って求められた社会的距離を確保してすべての人に安心や健康リ

スクの低減を実現する」「ATM等のインフラを維持するために使用するエネルギー消費を抑制する」な

どが挙げられる。 

ただし、実際には、公衆衛生の観点で紙幣・硬貨がキャッシュレス決済と比較して飛沫・接触感染

に対して効果的かというと、決済局面での消費者と店舗の接触可能性が小さくなることで心理的な安

心感を与えるという意味では正しいと言えるが、科学的な見地からは必ずしもそうとは言えない面が

ある1。環境対応という観点でみても、キャッシュレス決済も利用に際して電力消費を伴うため、全く

環境負荷のない決済手段かと問われれば決してそうとは言えないはずである。「キャッシュレス化が

サステナブル社会の実現に寄与する」という命題は絶対的なものというよりも、現金決済との比較で

みたときの相対的な評価に基づいて判断した結果と言える。 

本稿では、環境負荷に着目して、サステナブルな社会を実現していく上での現金決済とキャッシュ

レス決済それぞれの課題について整理してみたい。また、本稿をまとめるにあたって、Institute and 

Faculty of Actuaries [2018]2を中心に海外の報告書を参考にした。 

 
1 新型コロナウイルス感染症の特徴として、紙・銅といった素材よりもプラスチック・ステンレスといった素材上にある方

が長く感染力を維持したとする実験結果がある。詳しくは「キャッシュレス化による感染症対策について考える－公衆衛生

とデータ利活用に関する問題点の整理」（ニッセイ基礎研究所、2020年 5月 25日）などを参照されたい。 
2 S. Rochemont, “Issue 21- Environmental Sustainability of a Cashless Society,” An Addendum to A Cashless 
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2――現金決済に伴う環境負荷 

 

まずは、現金決済に伴う環境負荷について、具体的に考察してみる。硬貨・紙幣は物理的なもので、

金属・プラスチック・紙などから製造され、市中で流通し、最終的に使えないと判断されれば回収・

廃棄されるが、それに伴って様々な環境負荷が生じている。 

 

1｜現金の製造に伴う環境負荷 

現金決済では物理的に紙幣・硬貨を使用する。原材料という観点では、硬貨の製造には金属が必要

で、紙幣の製造には植物やプラスチックなどが必要になる。また偽造防止のため高度な印刷技術も用

いられる。日本では紙幣の原材料にみつまたや麻（マニラ麻）が使用されている。海外の報告による

と、現金の原材料として金属やプラスチックなどを用いた場合と比較して、原材料として植物を用い

るのは成長過程で大気中の二酸化炭素を吸収する点で環境にやさしいと言えるが、栽培過程での農薬・

水の利用や加工時のエネルギーの消費量の観点で環境負荷がかかっていると指摘できる（BOE[2013]3）。 

 

2｜現金の寿命に伴う環境負荷 

循環型社会の実現という観点で、硬貨よりも紙幣を用いることに課題がある。物理的な紙幣・硬貨

は破損などの理由で再流通に適さないと判断されると回収・廃棄され、新しく製造された紙幣・硬貨

が流通することになる。硬貨は一度製造されると半永久的に使用可能と考えられ、硬貨を製造する際

の原材料として流通済みのものを使用することも紙幣と比べて相対的に容易だと考えられる。一方で、

日本銀行によると、紙幣については１万円札で４～５年程度、５千円札と千円札は１～２年程度の寿

命となっている。再流通に適さないとして回収された紙幣は細かく裁断され、トイレットペーパーと

してリサイクルされるか焼却処分されている。植物由来の紙幣については硬貨やプラスチックなどと

比較して相対的に寿命が短く、原材料として紙幣そのものをリサイクルするのが金属製の硬貨と比べ

て難しいという意味でも、環境負荷が相対的に高くなる（BOE[2013]）。 

 

3｜現金の流通に伴う環境負荷 

財布に現金を入れておく、または消費者と店舗で現金を手渡しする場面のみを抽出すると、エネル

ギーを消費しないのでキャッシュレス決済と比較して環境負荷は小さいと言える。実際に現金が流通

する際に問題になるのは、決済インフラの使用や保管・輸送などに伴うエネルギー消費である。例え

ば、エネルギー消費を伴う決済インフラに該当するものとして ATM、POSレジ、両替機、マネーカウン

ター、自動販売機、食券機、券売機などが挙げられる。これらの機械の製造や寿命といった観点で前

項と同様の問題も発生する。さらに、これらの機器には経年劣化の問題だけではなく、紙幣・硬貨が

これらの機器と接触するなどの要因で破損や摩耗が生じやすくなる点も無視できない。安全に管理・

保管・運搬するための輸送コストも、現金が多額であるほど堅牢な管理・保管・移動手段（例：金庫、

 
Society- Benefits, Risks and Issues (2018 Addendum), Institute and Faculty of Actuaries, October 2018 
3 Bank of England, ”LCA of Paper and polymer banknotes,” June 9, 2013 
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現金輸送車など）が必要になり、それに伴うエネルギー消費量を伴うことになる。 

 

3――キャッシュレス決済に伴う環境負荷 

 

次にキャッシュレス決済に伴う環境負荷についても同様に考察する。キャッシュレス決済には、カ

ード決済（例：クレジットカード、デビットカード、電子マネー）やスマホ決済（例：QRコード決済

4）、暗号通貨（仮想通貨）など様々な形態があるため、どのデバイスや形態を用いるのかによって環

境負荷に違いがある点に留意する必要がある。 

 

1｜カード決済に伴う環境負荷 

オランダ中央銀行は現金決済とデビットカード決済の環境コストを評価し、現金の方がデビットカ

ートに比べて環境負荷に対して 1.5 倍、気候変動に対して 1.3 倍の影響を与えると結論付けている5。

環境負荷と気候変動で影響に違いがあるのは、硬貨の利用は資源の枯渇につながるが、気候変動には

つながりにくいことによる。オランダ中央銀行の分析結果に基づくと、カード決済の方が現金決済よ

りも相対的に環境にやさしい決済手段だと言える。 

カード決済では物理的にプラスチックを使用するのが一般的で、スライド式であれ、差し込み式で

あれ、タッチ式であれ、店舗サイドには決済端末が必要になる。オランダ中央銀行の報告によると、

デビットカード決済による環境負荷で大きな割合を占めているのが決済端末を使用することによるも

ので、全体の 75％を占めている。その内訳は、決済端末の原材料（37％）とエネルギー消費（27％）、

データセンターの利用（11％）となっている。カードを用いることによる環境負荷への影響は 15％に

留まっている。またオランダ中央銀行のシナリオ分析では、決済端末とデータセンターで再生エネル

ギーの活用を推進し、決済端末の待機時間を短縮させ、カードの寿命を延ばすと、デビットカード決

済からもたらされる環境負荷を大幅に減少（44％）できるとしている。 

 

2｜スマホ決済に伴う環境負荷 

キャッシュレス決済の消費者サイドのデバイスとしてスマートフォンが拡大しつつある。スマート

フォンによる環境負荷が徐々に拡大しており、あらゆるデバイスの中でもスマートフォンが最も環境

に悪影響を与えているとの指摘がある。Institute and Faculty of Actuaries [2018]では、2020年

にはスマートフォンのエネルギー消費量がパソコンの消費量を上回ると指摘している。また、デロイ

トの調査では、2022 年には 1 億 4,600 万トンの二酸化炭素（CO2）またはその同等物（CO2e）を排出

すると予想している6。これらの排出量のうち、新たに出荷される 14 億台のスマートフォンの製造、

出荷、初年度使用の合計が大部分（83％）を占めている。2022 年時点ですでに保有されている 31 億

台のスマートフォンからの排出量は全体の 11％で、残りの５％はスマートフォンのリサイクル等によ

 
4 「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標である 
5 DNB (De Nederlandsche Bank), “Evaluating the environmental impact of debit card payments,” Working paper 

No 574, October 2017 
6 “Making smartphones sustainable: Live long and greener,” Deloitte Insight. December 1, 2021 



 

 

4｜               ｜ニッセイ基礎研レター 2022-10-24｜Copyright ©2022 NLI Research Institute All rights reserved 

るものとなっている。特にスマートフォンの製造工程では集積回路の製造工程で大量のエネルギーが

消費され、特に半導体製造工場における温度や湿度を一定に保つために必要なエネルギー消費が 30％

を占める。 

スマートフォンに起因する環境負荷を減らすには、生産工程での環境負荷が大きいことを考えると、

スマートフォンの製造に必要な原材料の再利用（レアアースのリサイクルなど）、製造工程での再生エ

ネルギーの利用を促すなどの対応策も考えられるだろう。さらに、スマートフォンの寿命を延ばすこ

とも選択肢となる。昨今は防水機能が高まるなど、物理的に頑丈になりつつあり、想定外の買い替え

は減りつつある。下取り価格が安定化していることで中古市場も拡大しており、先述したデロイトの

調査によると、スマートフォンの整備済製品の市場は、2024年まで年率 11.2％で成長し、その時点で

市場規模は 650億米ドル、販売台数は 3億 5,200万台になると予測されている。スマートフォンのオ

ペレーションシステム（OS）のサポート期間も長くなりつつあり、５年のサポート期間が標準的にな

りつつある。 

店舗サイドにおけるスマホ決済のデバイスについてはタッチ決済なのか、QRコード決済なのかで環

境に与える影響に違いがある。タッチ決済や利用者提示型の QR コード決済では店舗サイドに決済情

報を読みとるための決済端末が必要になる。店舗提示型の QR コード決済では店舗側は二次元バーコ

ードを紙などで表示すればよいだけなので、タッチ決済や利用者提示型の QR コード決済のような機

器は必要にならない。このような事情から、Institute and Faculty of Actuaries [2018]では、キャ

ッシュレス決済の中でも店舗提示型の QR コード決済が最も環境負荷の小さな決済手段だと結論付け

ている。 

 

3｜暗号通貨による決済に伴う環境負荷 

暗号資産の活用は大きな環境負荷をもたらすことが指摘されている（国際決済銀行[2018]7など）。

暗号通貨にはマイニングと呼ばれる「採掘作業」が必要になるが、数百万台のパソコンに匹敵するよ

うな施設を備えるマイニング業者が存在している。マイニングにかかるエネルギー消費量は暗号通貨

の種類によってはスイスの電力消費量に匹敵するとの指摘がある。 

 

4――まとめ 

 

Institute and Faculty of Actuaries [2018]の考察を踏まえると、各決済手段の環境負荷に対す

る評価は図表のようになる8。一般論として、キャッシュレス化によって、現金決済における製造・寿

命・流通に伴う環境負荷をいくらか軽減することができるが、キャッシュレス化によって環境負荷が

全くなくなるわけではない。キャッシュレス化による環境負荷の軽減効果は、直接的には分かりにく

いようなカードやスマートフォンなどのデバイスやそれに関連した決済端末などの機器を生産・維持

 
7 Bank for International settlements, “Cryptocurrencies, Looking beyond the hype,” June 2018 
8 英国のキャッシュレス決済事業者である Pomelo Payによると、紙製よりもポリマー製の紙幣は長寿命だが、温室効果ガ

スの排出量が多く、廃棄物による環境負荷も大きいとする調査結果があり、必ずしもポリマー製の方が環境負荷の面で優れ

ているとは断定できないと述べている("Why going cashless is better for the environment,” September 8, 2020）。 
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するための負荷も考慮に入れた上で判断していく必要があるだろう。 

 

図表：各決済手段がもたらす環境負荷に関する相対的な評価 

 

（資料：Institute and Faculty of Actuaries [2018]をもとに作成） 

 

これまで述べてきたように、現時点では現金決済においてもキャッシュレス決済においても環境に

やさしい面とそうでない面があり、環境対応の観点でどの決済手段がサステナブルな社会の実現に寄

与するのかは相対的な評価によるということになる。カーボンニュートラルや循環型社会を実現する

という意味では、紙幣をやめて金属製の硬貨にすべて寄せるという解決案もあろうが、資源が有限で

あること、移行にかかるコストなども総合的に考慮に入れると、キャッシュレス決済の方が環境にや

さしいという評価になるものと思われる。すでにキャッシュレス化が進展している中で、カード決済

や QRコード決済（特に店舗提示型）のリソースにまだ余裕があるのであれば、これらのキャッシュレ

ス決済手段に寄せていくことが現時点では有益な判断だと言えるのだろう。 

ただし、この結論は長期的なものではなく、あくまでも現時点での短中期的なものといえる。エネ

ルギー消費やリサイクルなどの分野では循環型経済に向けた技術革新が日進月歩で進展しており、本

稿で述べたようなカード決済や QR コード決済に伴う環境負荷を軽減していくような措置（寿命の長

期化、再生エネルギー活用など）に関する効果測定も含めて、キャッシュレス化による環境負荷の軽

減効果については逐次検証し、情報を更新していくことが必要だと考える。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目的で

あり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 




